
　なお、当期の１株当たり期末配当につきましては、普通株式は44円、第１回第５種優
先株式については、所定の７円50銭の配当実施を株主総会にお諮りするものであります。

中間配当 期末配当
普 通 株 式 ― 44円00銭
第１回第５種優先株式 7円50銭 　7円50銭

　主要な子会社の業績については以下のとおりとなりました。
【北陸銀行（単体）の業績及び預貸金期末残高】
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【北海道銀行（単体）の業績及び預貸金期末残高】

［企業集団が対処すべき課題］
　当社グループを取り巻く経済環境は、米中貿易摩擦や英国のＥＵ離脱問題、その影響に
よる輸出の減少等、世界経済、国内経済ともに不透明な要素を抱えており、引き続き将来
の予測が難しい状況となっております。
　金融の分野においては、低金利環境の長期化、人口減少、高齢化の進展、デジタライゼ
ーションの加速等、取り巻く環境は厳しさを増すとともに変化し続けており、金融機関は
従来のビジネスモデルからの変革により、利用者の利便性向上と更なる経営の合理化への
対応が求められています。
　このような環境変化に対応できる新たなビジネスモデルの構築を目指し、本年度より新
中期経営計画「ALL…for…the…Region」をスタートいたしました。当社グループの目指す
姿「地域No.1の金融サービスの提供によりお客さまと地域社会に貢献することで、共通
価値を創造し、地域と共に成長・発展する総合金融グループ」の実現に向け、本中計にお
いて「地域社会発展への貢献」「未来への進化・変革」「グループ総合力の発揮」という柱
を掲げ、それぞれの戦略区分において各種施策に取り組んでまいります。
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2017年度

〈コア業務純益〉

2018年度

182 164

（億円）

2017年度

〈当期純利益〉

2018年度

82

（億円）

110

2017年度

〈当期純利益〉

2018年度

82

（億円）

110

2017年度
－12

17
〈与信費用〉

2018年度

（億円）

2017年度

35,192

〈貸出金〉

2018年度

（億円）

36,205

2017年度

35,192

〈貸出金〉

2018年度

（億円）

36,205

－92

9
〈有価証券関係損益〉

2017年度 2018年度

（億円）

46,749

2017年度

〈預金・譲渡性預金〉

2018年度

（億円）

48,02846,749

2017年度

〈預金・譲渡性預金〉

2018年度

（億円）

48,028

89

2017年度

〈経常利益〉

2018年度

（億円）

145



法人マーケット戦略
　法人マーケット戦略においては、金融仲介機能発揮と法人コンサルティング強化を重点
施策として取り組むことで、プライムエリア（北陸＋北海道）における事業性貸出の増強
及び法人ソリューション収益、外為関連収益等の非金利収入の増加を目指してまいります。

個人マーケット戦略
　個人マーケット戦略においては、預かり資産・ローン推進それぞれにおける個人コンサ
ルティング強化と個人取引基盤の拡大を重点戦略として取り組むことで、個人預かり資産
の保有先数及び残高の増加、住宅ローンの増強を目指してまいります。

デジタル化・FinTech戦略
　デジタル化・FinTech戦略においては、お客さま・当社グループ両面においてデジタル
バンキング機能を強化し、地域のキャッシュレス化を推進することで次世代に対応した地
域金融機関を目指してまいります。

目指す姿

名　　称

位置付け

基本方針

《中期経営計画》

ほくほくFG
北陸銀行　北海道銀行
その他の関連会社

地域社会発展への貢献

未来への進化・変革

グループ総合力の発揮

お客さま
地域社会

信頼と選択

− 27−

No.1サービス
ソリューション

共に課題に向き合い、地域とお客さまの発
展に資するソリューション提供に努める。

技術革新やニーズの変化を捉えた金融サー
ビスを提供しお客さまの期待に応える。

グループ連携を強化するとともにグループ
最適の推進・管理体制を構築する。



地域社会活性化戦略
　地域社会活性化戦略においては、地域金融機関として地方創生への貢献やESG・SDGs
への対応を主導的に進めてまいります。

市場・有価証券運用戦略
　市場・有価証券運用戦略においては、国債の大量償還による有価証券利息の減少をカバ
ーすべく運用収益の増強と安定化を目指してまいります。

リスク管理・コンプライアンスへの取り組み
　リスク管理・コンプライアンスへの取り組みにおいては、更なるガバナンスの強化を目
指し、ＲＡＦ（リスクアペタイト・フレームワーク）を活用した経営戦略の策定やリスク
管理体制の整備を目指してまいります。また、多様化する様々なリスクへ着実に対応して
まいります。

業務改革・店舗最適化・人財活用戦略
　業務改革・店舗最適化・人財活用戦略においては、新技術利活用・体制再整備により経
費構造の最適化を図りながら、当社グループ職員がやりがいと誇りをもって活躍できる職
場環境の構築を目指してまいります。

ほくほくFGグループ戦略
　ほくほくFGグループ戦略においては、北陸銀行・北海道銀行両行のプライムエリアで
ある北海道地区での連携の強化により、情報提供・提案等、総合力発揮に努めます。また、
本部業務の集約化を進め、生産性の向上を図ってまいります。

　以上により、企業価値、株主価値の向上を図るべく、グループ役職員が一丸となって取
り組んでまいります。
　株主の皆さまにおかれましては、変わらぬご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し
あげます。
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　⑵　企業集団及び当社の財産及び損益の状況
イ　企業集団の財産及び損益の状況… （単位：百万円）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
連 結 経 常 収 益 192,584 187,420 180,916 183,645

連 結 経 常 利 益 46,425 39,477 31,792 35,318

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 28,837 28,157 21,191 24,359

連 結 包 括 利 益 478 28,739 32,169 25,125

連 結 純 資 産 額 566,251 585,237 610,147 628,004
連 結 総 資 産 額 11,630,328 12,429,425 12,996,292 13,185,972

（注）　１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
　　　２…．2016年度の連結包括利益は、その他有価証券評価差額金の減少額が大きく改善したこと、

退職給付に係る調整額が年金資産の時価上昇により改善したことを主因に、前期比282億円増
加しております。

　　　３…．2018年度の状況については、前記「⑴　企業集団の事業の経過及び成果等」のとおりであ
ります。

ロ　当社の財産及び損益の状況… （単位：百万円）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
営業収益 8,517 16,435 5,176 8,724

受取配当金 7,934 15,743 4,578 8,115

銀行業を営む子会社 7,931 15,739 4,575 8,112

その他の子会社等 3 3 3 3

当期純利益 7,937 15,739 4,573 8,113

１株当たり当期純利益 47円20銭 107円15銭 22円60銭 49円58銭

総資産 270,081 267,028 264,314 240,079

銀行業を営む子会社株式等 224,905 224,905 224,905 224,905
その他の子会社株式等 2,951 5,351 5,351 5,351

（注）　１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
　　　２…．2016年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施いたしました。2016年度

の１株当たり当期純利益は、2015年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算出して
おります。
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　⑶　企業集団の使用人の状況
当年度末 前年度末

北陸銀行 北海道銀行 その他 北陸銀行 北海道銀行 その他
使用人数 人2,633　 人2,290　 人464　 人2,744　 人2,320　 人457　

（注）　使用人数には、臨時雇員及び嘱託は含まれておりません。

　⑷　企業集団の主要な営業所等
イ　株式会社北陸銀行

当年度末 前年度末

富 山 県 店
92　

うち出張所
（… 28）

店
92　

うち出張所
（… 28）

石 川 県 36 （… 6） 36 （… 6）

福 井 県 22 （… 5） 22 （… 5）

北 海 道 19 （… 3） 19 （… 3）

京 浜 地 区 8 （… −） 8 （… −）

名 古 屋 地 区 3 （… −） 3 （… −）

京 阪 神 地 区 4 （… −） 4 （… −）

そ の 他 3 （… −） 3 （… −）
合 計 187 （… 42） 187 （… 42）

ロ　株式会社北海道銀行

当年度末 前年度末

北 海 道 店
141　

うち出張所
（… 7）

店
140　

うち出張所
（… 6）

京 浜 地 区 1 （… −） 1 （… −）

東 北 地 区 1 （… −） 1 （… −）
合 計 143 （… 7） 142 （… 6）

（注）　口座開設プラザ（地下鉄大通駅出張所）を新設

ハ　その他の事業
　　ほくほくＴＴ証券株式会社：本社、札幌営業部ほか
　　北銀リース株式会社：本社、金沢支店ほか
　　株式会社北陸カード：本社、金沢支店ほか
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　⑸　企業集団の設備投資の状況
イ　設備投資の総額… （単位：百万円）

北陸銀行 北海道銀行 その他の業務 合　計
設備投資の総額 5,257 1,336 106 6,700

ロ　重要な設備の新設等… （単位：百万円）

会社名 内　容 金　額
株式会社北陸銀行 システム投資、店舗改修ほか 4,914
株式会社北海道銀行 システム投資、店舗改修ほか 1,051

　
　⑹　重要な親会社及び子会社等の状況

イ　親会社の状況
　　該当事項はありません。
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ロ　子会社等の状況

会　社　名 所在地 主要業務内容 設　立
年月日 資本金

当社が有する
子会社等の
議決権比率

その他

株式会社北陸銀行 富山市 銀行業務 1943年
7月31日

百万円

140,409
%

100.00

株式会社北海道銀行 札幌市
中央区 銀行業務 1951年

3月5日 93,524 100.00

ほくほくＴＴ証券
株式会社 富山市 金融商品取引業 2016年

4月21日 1,250 60.00

北銀リース株式会社 富山市 リース業務 1983年
7月21日 100 70.25

株式会社北陸カード 富山市 クレジットカード業務 1983年
3月2日 36 87.39

北陸保証サービス
株式会社 富山市 信用保証業務 1978年

12月12日 50 100.00

北銀ソフトウエア
株式会社 富山市 ソフトウェア業務 1986年

5月1日 30 100.00

ほくほく債権回収
株式会社 富山市 サービサー業務 2003年

12月5日 500 100.00

北銀ビジネスサービス
株式会社 富山市 文書管理、事務集中処

理業務
1953年
3月25日 30 （100.00）

道銀ビジネスサービス
株式会社

札幌市
中央区

文書管理、現金等の整
理・精算、事務集中処
理業務

1979年
6月8日 50 （100.00）

道銀カード株式会社 札幌市
中央区

クレジットカード業務、
信用保証業務

1977年
6月13日 120 （100.00）

株式会社
道銀地域総合研究所

札幌市
中央区

経済調査業務、受託調
査・研究業務、コンサ
ルティング業務

2002年
8月8日 100 （100.00）

（注）　１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．議決権比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
　　　３．議決権比率の（　）内は、間接議決権比率であります。
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（重要な業務提携の概況）
１…．株式会社北陸銀行及び株式会社北海道銀行は、地方銀行64行の提携により、現金自動設備の相互利
用による現金自動引出し等のサービス（略称ACS）を行っております。
２…．株式会社北陸銀行及び株式会社北海道銀行は、地方銀行64行と都市銀行、信託銀行、第二地方銀行
協会加盟行、信用金庫、信用組合、系統農協・信漁連（農林中金、信連を含む）、労働金庫との提携に
より、現金自動設備の相互利用による現金自動引出し等のサービス（略称MICS）を行っております。
３…．株式会社北陸銀行及び株式会社北海道銀行は、地銀ネットワークサービス株式会社（地方銀行64行
の共同出資会社、略称CNS）において、データ伝送の方法により取引先企業との間の総合振込・口座
振替・入出金取引明細等各種データの授受のサービス等を行っております。
４…．株式会社北陸銀行及び株式会社北海道銀行は、株式会社ゆうちょ銀行との提携により、現金自動設
備の相互利用による現金自動引出し等のサービスを行っております。
５…．株式会社北陸銀行及び株式会社北海道銀行は、株式会社イーネット、株式会社ローソン銀行及び株
式会社セブン銀行との提携により、コンビニエンスストア等の店舗内に設置した現金自動設備による
現金自動引出し等のサービスを行っております。
６…．株式会社北陸銀行及び株式会社北海道銀行は、株式会社りそな銀行、株式会社ファミリーマート、
富士通株式会社及び富士通フロンテック株式会社との提携（バンクタイム）により、コンビニエンス
ストア等の店舗内に設置した現金自動設備による現金自動引出し等のサービスを行っております。
７…．株式会社北陸銀行及び株式会社北海道銀行は、株式会社イオン銀行との提携により、現金自動設備
の相互利用による現金自動引出し等のサービスを行っております。
８…．株式会社北陸銀行は、株式会社りそな銀行、富士通株式会社及び富士通フロンテック株式会社との
提携（まちかどATM）により、ドラッグストア等の店舗・施設内に設置した現金自動設備による現金
自動引出し等のサービスを行っております。
９…．株式会社北海道銀行と台湾の金融機関との提携により、海外専用現金自動設備の現金自動引出しの
サービスを行っております。

10…．株式会社北海道銀行は、株式会社ビューカードとの提携により、東日本旅客鉄道株式会社の駅構内
等に設置した現金自動設備による現金自動引出し等のサービスを行っております。

11…．株式会社北陸銀行及び株式会社北海道銀行は、日本ＡＴＭ株式会社が運営している各銀行の諸届を
受付する共同窓口（「銀行手続の窓口」）に参加しております。

12…．株式会社北陸銀行及び株式会社北海道銀行は、株式会社横浜銀行、株式会社七十七銀行、株式会社
東日本銀行及び株式会社エヌ・ティ・ティ・データとの間で、システム共同利用を行っております。

　⑺　事業譲渡等の状況
　該当事項はありません。

　⑻　その他の企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社役員に関する事項
　⑴　会社役員の状況 （年度末現在）

氏　名 地　位 担　当 重要な兼職 その他

庵　　栄伸 代表取締役
社長 株式会社北陸銀行　代表取締役頭取

笹原　晶博 代表取締役
副社長 株式会社北海道銀行　代表取締役頭取

麦野　英順 取締役 監査グループ（副担当） 株式会社北陸銀行　代表取締役会長

兼間　祐二 取締役 株式会社北海道銀行　取締役常務執行役員

吉田　　剛 取締役 株式会社北陸銀行　取締役専務執行役員

浅林　孝志 取締役 企画グループ
総務グループ 株式会社北陸銀行　取締役常務執行役員

加地　賢幸 取締役 リスク管理グループ
監査グループ（主担当）

菊島　聡史 取締役 常勤監査等委員

川田　達男 取締役
（社外取締役） 監査等委員

セーレン株式会社　代表取締役会長兼最
高経営責任者

中川　了滋 取締役
（社外取締役） 監査等委員 弁護士

眞鍋　雅昭 取締役
（社外取締役） 監査等委員

株式会社ほくやく・竹山ホールディン
グス　代表取締役会長、
株式会社ほくやく　代表取締役会長

鈴木　伸弥 取締役
（社外取締役） 監査等委員

明治安田生命保険相互会社　取締役会長
代表執行役

（注）　１…．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・
監督機能を強化するために常勤監査等委員を選定しております。

　　　２…．当社は、川田達男、中川了滋、眞鍋雅昭、鈴木伸弥を東京証券取引所及び札幌証券取引所の
定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。
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当事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏　名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況
小倉　隆巳 2018年６月22日 任期満了 取締役、株式会社北陸銀行取締役常務執行役員

　⑵　会社役員に対する報酬等… （単位：百万円）

区　　　分
報　酬　等

人　　　数 支　給　額

取締役（監査等委員を除く） 8　人 141

取締役（監査等委員） 5　人 47
計 13　人 188

（注）　１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
　　　２…．当事業年度末現在の取締役（監査等委員を除く）７名及び取締役（監査等委員）５名と、当

事業年度中に退任された取締役１名を合わせております。
　　　３…．支給額には、当事業年度に係るストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬等（以

下「株式報酬」という）を含めて計上しており、その金額は、取締役（監査等委員を除く）に
対して22百万円であります。

　　　４…．取締役の報酬限度額は、2017年６月27日開催の第14期定時株主総会において決議いただい
ており、その内容は以下のとおりであります。

　　　　⑴…　取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、年額250百万円以内であります。なお、取
締役（監査等委員及び社外取締役を除く）に対して、これとは別枠で株式報酬につき年額45
百万円を上限としております。

　　　　⑵　取締役（監査等委員）の報酬限度額は年額80百万円以内であります。

　⑶　責任限定契約
氏　名 責任限定契約の内容の概要

川　田　達　男
会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大
な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度と
して損害賠償責任を負担する契約を締結しております。

中　川　了　滋 同　　上

眞　鍋　雅　昭 同　　上
鈴　木　伸　弥 同　　上
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３．社外役員に関する事項
　⑴　社外役員の兼職その他の状況… （年度末現在）

氏　名 兼職その他の状況
川　田　達　男 セーレン株式会社　代表取締役会長兼最高経営責任者

中　川　了　滋 弁護士

眞　鍋　雅　昭 株式会社ほくやく・竹山ホールディングス　代表取締役会長、
株式会社ほくやく　代表取締役会長

鈴　木　伸　弥 明治安田生命保険相互会社　取締役会長代表執行役

　⑵　社外役員の主な活動状況
氏　名 在任期間 取締役会への出席状況 取締役会における発言その他の活動状況

川田　達男 5年10カ月
当期開催の取締役会11回
中10回、監査等委員会10
回全てに出席しました。

企業経営者としての豊富な経験を活かした経営
全般に対する発言、監査結果についての意見交
換、監査に関する協議等を行っております。

中川　了滋 3年10カ月
当期開催の取締役会11回、
監査等委員会10回全てに
出席しました。

弁護士や最高裁判所判事としての豊富な経験と
法律に対する高い見識を活かした経営全般に対
する発言、監査結果についての意見交換、監査
に関する協議等を行っております。

眞鍋　雅昭 1年10カ月
当期開催の取締役会11回
中９回、監査等委員会10
回中９回に出席しました。

企業経営者としての豊富な経験を活かした経営
全般に対する発言、監査結果についての意見交
換、監査に関する協議等を行っております。

鈴木　伸弥 1年10カ月
当期開催の取締役会11回、
監査等委員会10回全てに
出席しました。

金融機関経営の豊富な経験を活かした経営全般
に対する発言、監査結果についての意見交換、
監査に関する協議等を行っております。

　⑶　社外役員に対する報酬等 （単位：百万円）

区　分
当社からの報酬等

当社の親会社等からの報酬等
人　数 支給額

報酬等の合計 　　4　人 22 ―

（注）　記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

　⑷　社外役員の意見
　該当事項はありません。

− 36−

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

ト
ピ
ッ
ク
ス

事
業
報
告

計
算
書
類
等



４．当社の株式に関する事項
　⑴　株式数

①　発行可能株式総数
　　普通株式… 280,000千株
　　第５種優先株式… 110,000千株
②　発行済株式の総数
　　普通株式… 132,163千株
　　第１回第５種優先株式… 107,432千株
　　（注）　株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

　⑵　当年度末株主数
　　普通株式… 36,952名
　　第１回第５種優先株式… 1,462名

　⑶　大株主
普通株式　

株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持株数等 持株比率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
千株

7,903
%

6.02
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,865 4.47

明治安田生命保険相互会社 3,395 2.59

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 2,569 1.95

住友生命保険相互会社 2,360 1.80

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 2,333 1.77

北陸電力株式会社 2,211 1.68

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 2,069 1.57

JP…MORGAN…CHASE…BANK…385151 2,067 1.57
株式会社みずほ銀行 1,810 1.38

（注）　１…．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
　　　２…．持株比率は、自己株式（1,023千株）を控除して計算し、小数点第３位以下を切り捨てて表

示しております。
　　　３…．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口、信託口４、信託口５及び信託口９）

及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式は、当該銀行の信託業務に
係るものであります。
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第１回第５種優先株式

株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持株数 持株比率

公益社団法人北海道栽培漁業振興公社
千株

5,000
%

4.65
北海道旅客鉄道株式会社 4,420 4.11

北海道電力株式会社 2,000 1.86

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 1,540 1.43

株式会社ニッセンレンエスコート 1,300 1.21

平和不動産株式会社 1,300 1.21

北海道リース株式会社 1,200 1.11

ＤＣＭホーマック株式会社 1,120 1.04

株式会社ラルズ 1,000 0.93

株式会社ＨＤＣ 1,000 0.93

三井住友海上火災保険株式会社 1,000 0.93
小野寺　眞悟 1,000 0.93

（注）　１．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
　　　２…．持株比率は、自己株式（２千株）を控除して計算し、小数点第３位以下を切り捨てて表示し

ております。
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５．会計監査人に関する事項
　⑴　会計監査人の状況… （単位：百万円）

氏名又は名称 当該事業年度に
係る報酬等 その他

有限責任監査法人　トーマツ
　指定有限責任社員　業務執行社員　弥永めぐみ
　指定有限責任社員　業務執行社員　陸田　雅彦
　指定有限責任社員　業務執行社員　五十嵐康彦

20 （注３）

（注）　１…．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を区別しておりませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれら
の合計額を記載しております。

　　　２…．当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は138百万円であります。
　　　３…．当社の監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に

関する監査役等の実務指針」を踏まえ、取締役、業務執行部門及び会計監査人から必要な資料
の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、職務執行状況、監査報酬見積り
の算出根拠及びその合理性などを検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条
第１項の同意を行っております。

　⑵　責任限定契約
　該当事項はありません。

　⑶　会計監査人に関するその他の事項
会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する状況にあり、かつ、改善の見込みが
ないと判断した場合、監査等委員会は、監査等委員全員の同意により解任いたします。
　また、当社都合の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適正な監
査の遂行が困難であると認められる場合は、監査等委員会の決定により、会計監査人の解任又は不再
任に関する議案を株主総会に提案いたします。

６．財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
該当事項はありません。
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７．特定完全子会社に関する事項
（単位：百万円）

名　　称 住　　　所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額
株式会社北陸銀行 富山市堤町通り１丁目２番26号 122,261

240,079
株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西４丁目１番地 102,643

８．親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。

９．会計参与に関する事項
該当事項はありません。

10．その他
会社法第459条第１項の規定による定款の定めがあるときは、当該定款の定めにより取締役会に与えら
れた権限の行使に関する方針
　自己株式の取得について、会社法第459条第１項第１号の規定により、同法第160条第１項の規定に
よる決定をする場合以外の場合における同法第156条第１項に掲げる事項を取締役会決議をもって定め
ることができる旨定款に定めております。これらは、資本政策の弾力化・機動性の向上を図るためであ
ります。
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第16期末　連結貸借対照表
（2019年３月31日現在）

… （単位：百万円）
科　　　　目 金　額 科　　　　目 金　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
現 金 預 け 金 2,556,419 預 金 11,296,634
コールローン及び買入手形 80,210 譲 渡 性 預 金 113,693
買 入 金 銭 債 権 37,030 コールマネー及び売渡手形 27,214
特 定 取 引 資 産 4,072 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 352,650
金 銭 の 信 託 10,723 特 定 取 引 負 債 544
有 価 証 券 1,797,605 借 用 金 612,665
貸 出 金 8,344,137 外 国 為 替 795
外 国 為 替 15,706 そ の 他 負 債 64,694
そ の 他 資 産 217,369 退 職 給 付 に 係 る 負 債 6,994
有 形 固 定 資 産 99,177 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 184
建 物 32,838 偶 発 損 失 引 当 金 1,089
土 地 57,876 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 2,244
リ ー ス 資 産 670 特 別 法 上 の 引 当 金 2
建 設 仮 勘 定 657 繰 延 税 金 負 債 19,767
その他の有形固定資産 7,133 再評価に係る繰延税金負債 5,309

無 形 固 定 資 産 21,067 支 払 承 諾 53,483
ソ フ ト ウ ェ ア 8,625 負 債 の 部 合 計 12,557,968
の れ ん 11,387 （純 資 産 の 部）
リ ー ス 資 産 405 資 本 金 70,895
その他の無形固定資産 649 資 本 剰 余 金 144,622

退 職 給 付 に 係 る 資 産 398 利 益 剰 余 金 316,329
繰 延 税 金 資 産 1,474 自 己 株 式 △1,281
支 払 承 諾 見 返 53,483 株 主 資 本 合 計 530,565
貸 倒 引 当 金 △52,903 その他有価証券評価差額金 91,608

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △910
土 地 再 評 価 差 額 金 8,354
退職給付に係る調整累計額 △4,865

その他の包括利益累計額合計 94,187
新 株 予 約 権 443
非 支 配 株 主 持 分 2,807
純 資 産 の 部 合 計 628,004

資 産 の 部 合 計 13,185,972 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 13,185,972
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第16期　連結損益計算書
　2018年４月 １ 日から
2019年３月31日まで　

… （単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　額

経 常 収 益 183,645
資 金 運 用 収 益 113,442
貸 出 金 利 息 86,547
有 価 証 券 利 息 配 当 金 24,026
コールローン利息及び買入手形利息 1,036
買 現 先 利 息 △9
預 け 金 利 息 1,092
そ の 他 の 受 入 利 息 748

役 務 取 引 等 収 益 39,128
特 定 取 引 収 益 1,097
そ の 他 業 務 収 益 20,011
そ の 他 経 常 収 益  9,965　

経 常 費 用 148,326
資 金 調 達 費 用 6,390
預 金 利 息 1,275
譲 渡 性 預 金 利 息 17
コールマネー利息及び売渡手形利息 274
売 現 先 利 息 217
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 1,924
借 用 金 利 息 336
社 債 利 息 105
そ の 他 の 支 払 利 息 2,237

役 務 取 引 等 費 用 15,755
そ の 他 業 務 費 用 14,773
営 業 経 費 96,090
そ の 他 経 常 費 用 15,316
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5,587
そ の 他 の 経 常 費 用 … 9,728　 …

経 常 利 益 35,318
特 別 利 益 155
固 定 資 産 処 分 益 154
そ の 他 の 特 別 利 益 1

特 別 損 失 1,455
固 定 資 産 処 分 損 426
減 損 損 失 1,027
そ の 他 の 特 別 損 失 … 0　 …

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 34,019
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,994
法 人 税 等 調 整 額 △453

法 人 税 等 合 計 … 9,541　
当 期 純 利 益 24,477
非支配株主に帰属する当期純利益 … 118　
親会社株主に帰属する当期純利益 24,359
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第16期　連結株主資本等変動計算書
　2018年４月 １ 日から
2019年３月31日まで　

… （単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 70,895 144,590 299,060 △1,367 513,178
当 期 変 動 額
剰余金の配当 △7,378 △7,378
親会社株主に帰属
する当期純利益 24,359 24,359

自己株式の取得 △8 △8
自己株式の処分 32 94 127
土地再評価差額金の取崩 287 287
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 − 32 17,268 86 17,387
当 期 末 残 高 70,895 144,622 316,329 △1,281 530,565

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 90,163 △975 8,642 △3,977 93,852 451 2,664 610,147
当 期 変 動 額
剰余金の配当 △7,378
親会社株主に帰属
する当期純利益 24,359

自己株式の取得 △8
自己株式の処分 127
土地再評価差額金の取崩 287
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 1,445 65 △287 △888 334 △8 143 469

当期変動額合計 1,445 65 △287 △888 334 △8 143 17,857
当 期 末 残 高 91,608 △910 8,354 △4,865 94,187 443 2,807 628,004
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第16期末　貸借対照表
（2019年３月31日現在）

… （単位：百万円）

科　　　　目 金　額 科　　　　目 金　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産 9,453 流 動 負 債 128

現 金 及 び 預 金 289 預 り 金 4

有 価 証 券 7,500 未 払 費 用 5

前 払 費 用 2 未 払 配 当 金 85

未 収 還 付 法 人 税 等 1,657 未 払 法 人 税 等 19

そ の 他 4 そ の 他 12

固 定 資 産 230,625 固 定 負 債 16

有 形 固 定 資 産 0 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 16

器 具 及 び 備 品 0 負 債 の 部 合 計 145

無 形 固 定 資 産 6 （純 資 産 の 部）

ソ フ ト ウ ェ ア 6 株 主 資 本 239,490

投 資 そ の 他 の 資 産 230,619 資 本 金 70,895

関 係 会 社 株 式 230,270 資 本 剰 余 金 133,528

そ の 他 348 資 本 準 備 金 82,034

そ の 他 資 本 剰 余 金 51,494

利 益 剰 余 金 36,320

そ の 他 利 益 剰 余 金 36,320

繰 越 利 益 剰 余 金 36,320

自 己 株 式 △1,253

新 株 予 約 権 443

純 資 産 の 部 合 計 239,933

資 産 の 部 合 計 240,079 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 240,079
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第16期　損益計算書
　2018年４月 １ 日から
2019年３月31日まで　

… （単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　額

営 業 収 益 8,724

関 係 会 社 受 取 配 当 金 8,115

関 係 会 社 受 入 手 数 料 609

営 業 費 用 565

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 565

営 業 利 益 8,159

営 業 外 収 益 122

関 係 会 社 貸 付 金 利 息 105

そ の 他 の 営 業 外 収 益 16

営 業 外 費 用 166

社 債 利 息 105

事 務 委 託 費 60

そ の 他 の 営 業 外 費 用 0

経 常 利 益 8,115

税 引 前 当 期 純 利 益 8,115

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1

法 人 税 等 合 計 1

当 期 純 利 益 8,113
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第16期　株主資本等変動計算書
　2018年４月 １ 日から
2019年３月31日まで　

… （単位：百万円）

株主資本

新　株
予約権

純資産
合　計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　計資　本

準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金
合　計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合　計繰越
利益剰余金

当 期 首 残 高 70,895 82,034 51,461 133,496 35,585 35,585 △1,340 238,636 451 239,088

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △7,378 △7,378 △7,378 △7,378

当 期 純 利 益 8,113 8,113 8,113 8,113

自 己 株 式 の 取 得 △8 △8 △8

自 己 株 式 の 処 分 32 32 94 127 127

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △8 △8

当 期 変 動 額 合 計 − − 32 32 735 735 86 853 △8 845

当 期 末 残 高 70,895 82,034 51,494 133,528 36,320 36,320 △1,253 239,490 443 239,933
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ほくほくフィナンシャルグルー
プの2018年4月1日から2019年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社ほくほくフィナンシャルグループ及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上　

独立監査人の監査報告書
2019年5月９日

株式会社ほくほくフィナンシャルグループ
取 締 役 会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　弥　永　めぐみ　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　陸　田　雅　彦　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　五十嵐　康　彦　㊞
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会計監査人の監査報告書　謄本

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ほくほくフィナンシャル
グループの2018年4月1日から2019年3月31日までの第16期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上　

株式会社ほくほくフィナンシャルグループ
取 締 役 会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　弥　永　めぐみ　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　陸　田　雅　彦　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　五十嵐　康　彦　㊞

独立監査人の監査報告書
2019年5月９日
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監査等委員会の監査報告書　謄本

　当監査等委員会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第16期事業年度における取
締役の職務の執行について、監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いた
します。

１．監査の方法及びその内容
　　…　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

　⑴…　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社につ
いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

　⑵…　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

監　査　報　告　書
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以　上

２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　①…　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。
　　②…　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。
　　③…　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　⑶　連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　2019年５月10日

株式会社ほくほくフィナンシャルグループ　監査等委員会

常勤監査等委員　菊　島　聡　史　㊞

監 査 等 委 員　川　田　達　男　㊞

監 査 等 委 員　中　川　了　滋　㊞

監 査 等 委 員　眞　鍋　雅　昭　㊞

監 査 等 委 員　鈴　木　伸　弥　㊞

（注）…　監査等委員　川田達男、中川了滋、眞鍋雅昭及び鈴木伸弥は、会社法第２条第15号及び第331条
第６項に規定する社外取締役であります。
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【ご参考】
１．株式会社北陸銀行の決算概要

第112期末　貸借対照表（要約）
（2019年３月31日）

（単位：百万円）
科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
現 金 預 け 金 1,596,327 預 金 6,520,452
コ ー ル ロ ー ン 80,210 譲 渡 性 預 金 116,393
買 入 金 銭 債 権 37,030 コ ー ル マ ネ ー 27,214
特 定 取 引 資 産 1,188 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 335,914
有 価 証 券 1,197,044 特 定 取 引 負 債 544
貸 出 金 4,740,350 借 用 金 377,217
外 国 為 替 8,392 外 国 為 替 55
そ の 他 資 産 69,509 そ の 他 負 債 18,095
有 形 固 定 資 産 76,152 退 職 給 付 引 当 金 716
無 形 固 定 資 産 5,349 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 43
前 払 年 金 費 用 3,693 偶 発 損 失 引 当 金 726
支 払 承 諾 見 返 26,879 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 1,608
貸 倒 引 当 金 △21,207 繰 延 税 金 負 債 20,608

再評価に係る繰延税金負債 5,309
支 払 承 諾 26,879
負 債 の 部 合 計 7,451,782
（純 資 産 の 部）

資 本 金 140,409
資 本 剰 余 金 14,998
資 本 準 備 金 14,998

利 益 剰 余 金 133,724
利 益 準 備 金 14,080
そ の 他 利 益 剰 余 金 119,643
繰 越 利 益 剰 余 金 119,643

株 主 資 本 合 計 289,132
その他有価証券評価差額金 72,562
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △910
土 地 再 評 価 差 額 金 8,354

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 80,006
純 資 産 の 部 合 計 369,139

資 産 の 部 合 計 7,820,921 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 7,820,921
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第112期　損益計算書（要約）
　2018年４月 １ 日から
2019年３月31日まで　

… （単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　額

経 常 収 益 90,239

資 金 運 用 収 益 63,169

（貸 出 金 利 息） （44,423）

（有 価 証 券 利 息 配 当 金） （16,391）

役 務 取 引 等 収 益 17,345

特 定 取 引 収 益 52

そ の 他 業 務 収 益 5,143

そ の 他 経 常 収 益  4,529　

経 常 費 用 68,065

資 金 調 達 費 用 4,961

（預 金 利 息） （909）

役 務 取 引 等 費 用 7,391

そ の 他 業 務 費 用 2,416

営 業 経 費 47,492

そ の 他 経 常 費 用  5,802　  

経 常 利 益 22,173

特 別 利 益 134

特 別 損 失  1,223　

税 引 前 当 期 純 利 益 21,085

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,105

法 人 税 等 調 整 額  389　

法 人 税 等 合 計  5,494　

当 期 純 利 益 15,590
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２．株式会社北海道銀行の決算概要

第99期末　貸借対照表（要約）
（2019年３月31日）

（単位：百万円）
科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

現 金 預 け 金 958,032 預 金 4,790,689

商 品 有 価 証 券 2,883 譲 渡 性 預 金 12,200

金 銭 の 信 託 9,123 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 16,736

有 価 証 券 591,833 借 用 金 230,000

貸 出 金 3,620,530 外 国 為 替 739

外 国 為 替 7,314 そ の 他 負 債 16,885

そ の 他 資 産 94,204 退 職 給 付 引 当 金 2,156

有 形 固 定 資 産 28,318 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 93

無 形 固 定 資 産 3,980 偶 発 損 失 引 当 金 362

繰 延 税 金 資 産 2,658 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 635

支 払 承 諾 見 返 26,594 支 払 承 諾 26,594

貸 倒 引 当 金 △23,454 負 債 の 部 合 計 5,097,094

（純 資 産 の 部）

資 本 金 93,524

資 本 剰 余 金 16,795

資 本 準 備 金 16,795

利 益 剰 余 金 94,708

利 益 準 備 金 9,720

そ の 他 利 益 剰 余 金 84,988

繰 越 利 益 剰 余 金 84,988

株 主 資 本 合 計 205,027

その他有価証券評価差額金 19,896

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 19,896

純 資 産 の 部 合 計 224,923

資 産 の 部 合 計 5,322,018 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 5,322,018
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第99期　損益計算書（要約）
　2018年４月 １ 日から
2019年３月31日まで　

… （単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　額

経 常 収 益 75,519

資 金 運 用 収 益 51,318

（貸 出 金 利 息） （42,204）

（有 価 証 券 利 息 配 当 金） （8,603）

役 務 取 引 等 収 益 16,621

そ の 他 業 務 収 益 1,896

そ の 他 経 常 収 益  5,682　

経 常 費 用 60,958

資 金 調 達 費 用 1,380

（預 金 利 息） （366）

役 務 取 引 等 費 用 9,995

そ の 他 業 務 費 用 1,522

営 業 経 費 40,330

そ の 他 経 常 費 用  7,730　  

経 常 利 益 14,561

特 別 利 益 33

特 別 損 失  183　

税 引 前 当 期 純 利 益 14,411

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,089

法 人 税 等 調 整 額  △696　

法 人 税 等 合 計  3,392　

当 期 純 利 益 11,018

以　上
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会場
ニューオータニイン札幌　２階ホール
札幌市中央区北２条西1丁目1−1
TEL…011−222−1111

富山
城址公園

富山
県庁

富山
市役所

桜橋
松川 市

内
電
車

神
通
川

電気ビル前

地鉄ビル前
電鉄富山駅・
エスタ前

荒町
中町

（西町北）

西町
中央通り

至南富山
グランド
プラザ前

富山駅
電鉄富山駅

41

41

N

北陸新幹線

いたち川

交通機関
札幌駅から徒歩約８分
地下鉄大通駅から徒歩約７分

※駐車スペースが限られておりますので、
　公共交通機関等をご利用いただきますよう
　お願い申しあげます。

株主総会会場ご案内
会場 　株式会社北陸銀行本店　６階会議室

　富山市堤町通り一丁目２番26号　TEL…076−423−7111

札幌中継会場のご案内
札幌中継会場は株主総会の会場ではございません。
富山の定時株主総会会場の模様を映像でご覧いただけます。

地
下
鉄
南
北
線

地
下
鉄
東
豊
線

札
幌
駅
前
通

大丸

ヨドバシカメラ

エスタ

時計台
至大通

旧道庁
赤レンガ庁舎

札幌
グランドホテル

東急百貨店

南北線
さっぽろ駅

東豊線
さっぽろ駅

札幌
全日空ホテル

アスティ45

ニューオータニ
イン札幌

N

JR札幌駅

交通機関　富山駅から徒歩約20分
　　　　　市内電車利用の場合は
　　　　　　南富山駅前行き「西町」下車、徒歩約２分
　　　　　　富山駅行き・大学前行き・環状線「中町（西町北）」下車、徒歩約３分
※…当日は銀行駐車場の使用ができませんので、公共交通機関等をご利用いただきま
すようお願い申しあげます。

TM

北陸銀行本店


